
議案第 ６２ 号

令和８年度小美玉市水道事業会計補正予算(第１号)

令和８年８月２８日補正第１回



（総則）
令和８年度小美玉市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

（収　入）
第１款 水道事業収益
第２項 営業外収益

（支　出）
第１款 水道事業費用
第１項 営業費用
第２項 営業外費用

（資本的収入及び支出）

（支　出）
第１款 資本的支出
第１項 建設改良費
第２項 企業債償還金 ３４０,８８０千円

令和８年度小美玉市水道事業会計補正予算（第１号）

第 １ 条

第 ２ 条 　令和８年度小美玉市水道事業会計予算（以下「予算」という。）予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予
定額を、次のとおり補正する。

７７７,６４１千円
４,４４３千円
３,６０６千円

８８８,９１７千円８８４,４７４千円
７７４,０３５千円

５６４,５６６千円 １,６３７千円 ５６６,２０３千円

（ 科  目 ） （ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ） （ 計 ）

第 ３ 条 　予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。（資本的収入額が資本的支出額に
対し不足する額４５４，８８６千円を４６６，４７３千円に改め、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
整額、過年度分損益勘定留保資金及び減債積立金で補填するものとする。)

（ 科  目 ） （ 既決予定額 ） （ 補正予定額 ） （ 計 ）

８９５,４９６千円 １１,５８７千円 ９０７,０８３千円

３３０,９３０千円 ９,９５０千円

８９,９３７千円 ８３７千円 ９０,７７４千円

１,０２８,６５７千円 ５５２千円 １,０２９,２０９千円
８６,３３８千円 ５５２千円 ８６,８９０千円
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（債務負担行為）

（追加）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
予算第10条に定めた議会の議決を経なければ流用することのできない経費を次のとおり補正する。

（　（１）職員給与費　７２，４９０千円を７６，０９６千円に改める。　）

　予算第11条を第12条とし、第10条の次に次の１条を加える。
（他会計からの補助金）

令和８年８月２８日提出

小美玉市長　島　田　幸　三

第 ４ 条 　予算第６条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり補正する。

期　間 限　度　額事　項

第 ５ 条

第 11 条 　児童手当に要する経費として一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は５５２千円である。

令和８年度から
２,７５０千円

令和９年度まで
水道事業の経営統合に伴う例規整備支援業務委託

第 ６ 条
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         収      入 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

1 水道事業収益 1,028,657 552 1,029,209

2 営業外収益 86,338 552 86,890

3 他会計補助金 1 552 553

令和８年度　小美玉市水道事業会計補正予算実施計画

（１） 収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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         支      出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

1 水道事業費用 884,474 4,443 888,917

1 営業費用 774,035 3,606 777,641

3 総係費 181,985 3,606 185,591

2 営業外費用 89,937 837 90,774

1 支払利息 84,312 837 85,149

款 項 目
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         支      出 （単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計 備            考

1 資本的支出 895,496 11,587 907,083

1 建設改良費 564,566 1,637 566,203

2 資産購入費 12,355 1,637 13,992

2 企業債償還金 330,930 9,950 340,880

1 企業債償還金 330,930 9,950 340,880

（２） 資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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１．収益的収入及び支出
収      入 (単位　：　千円)

区　　　　　分 金　額

1 水道事業収益 1,028,657 552 1,029,209

2 営業外収益 86,338 552 86,890

3 他会計補助金 1 552 553 一般会計補助金 552 一般会計補助金（児童手当に要する経費） 552

令和８年度　小美玉市水道事業会計補正予算説明書

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説                        明
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支      出 (単位　：　千円)

区　　　　　分 金　額

1 水道事業費用 884,474 4,443 888,917

1 営業費用 774,035 3,606 777,641

3 総係費 181,985 3,606 185,591 給料 875 一般職員給料 875

手当等 2,466 扶養手当 632
期末勤勉手当 656
通勤手当 171
住居手当 252
児童手当 480
退職手当組合負担金 214
地域手当 61

賞与引当金繰入額 207 期末勤勉手当繰入額 207

法定福利費 127 共済組合負担金 223
共済組合組合追加費用 △ 124
会計年度任用職員社会保険料 28

法定福利費引当金繰入 △ 69 法定福利費引当金繰入額 △ 69
額

2 営業外費用 89,937 837 90,774

1 支払利息 84,312 837 85,149 企業債利息 837 縁故債支払利息 837

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説                        明
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２．資本的収入及び支出
支      出 (単位　：　千円)

区　　　　　分 金　額

1 資本的支出 895,496 11,587 907,083

1 建設改良費 564,566 1,637 566,203

2 資産購入費 12,355 1,637 13,992 工具器具及び備品購入 1,637 サーバ室入室管理セキュリティ設備 1,637
費

2 企業債償還金 330,930 9,950 340,880

1 企業債償還金 330,930 9,950 340,880 企業債償還金 9,950 縁故債元金償還金 9,950

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
節

説                        明
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（単位　円） （単位　円）

１   業務活動によるキャッシュ・フロー ３   財務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 98,276,803 建設改良企業債による収入 396,800,000

減価償却費 368,534,080 建設改良企業債償還による支出 △ 340,878,905

受取利息及び受取配当金 △ 710,000 その他 0

支払利息 85,149,000 財務活動によるキャッシュ・フロー 55,921,095

固定資産除却費 6,289,882

未収金減少額(△は増加) 2,835,637

未払金の増加額(△は減少) 0      資金増加(又は減少)額 △ 50,596,111

たな卸資産の減少額(△は増加) △ 2,650,365      資金期首残高 731,319,549

長期前受金戻入額 △ 84,103,244      資金期末残高 680,723,438

賞与引当金増減額 336,000

貸倒引当金増減額 △ 1,300,000

   小計 472,657,793

利息及び配当金の受取額 710,000

利息の支払額 △ 85,149,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 388,218,793

２   投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 639,551,455

国庫補助金による収入 118,044,545

県補助金による収入 910

工事負担金による収入 10,169,091

加入分担金による収入 16,600,000

その他 910

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 494,735,999

令和 ８ 年度　小美玉市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和8年4月1日から令和9年3月31日まで)

- 9 -



１．総   括

令和 ８ 年度　小美玉市水道事業会計給与費明細書

区　　　　　分
職　員　数

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬 給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　  　  計 備　　　考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補

正

後

損 益 勘 定 支 弁 職 員 9 2,242 33,682 28,448 64,372 11,724 76,096

合                  計 9 2,242 33,682 28,448 64,372 11,724 76,096

資 本 勘 定 支 弁 職 員

72,490

60,824 11,666 72,490

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員 9 2,242 32,807 25,775

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 875 2,673 3,548 58

補

正

前 合                  計 9 2,242 32,807 25,775 60,824 11,666

合    計

手当

3,606

合                  計 0 0 875 2,673 3,548 58 3,606

資 本 勘 定 支 弁 職 員

住居手当 管理職手当 児童手当 退職手当組合 地域手当 通勤費用
手

当

の

内

訳

区　　　　　分

扶養手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

負担金

1,434 51 28,448

補　　正　　前 78 15,375 452 1,863 25,775594 1,440 120 4,429 1,373 51

補　　正　　後 710 16,238 623 1,863 846 1,440 600 4,643

比　　　　　較 632 863 171 0 252 0 480 214 61 0 2,673
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ア　会計年度任用職員以外の職員　（ 一 般 職 ）

給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　  　  計 備　　　考

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬

（千円）

補

正

後

損 益 勘 定 支 弁 職 員 8 33,682 27,527 61,209 11,197

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　分
職　員　数

72,406

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合                  計 8 33,682 27,527 61,209 11,197 72,406

68,828

57,661 11,167 68,828

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員 8 32,807 24,854

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 875 2,673 3,548 30

補

正

前

合                  計 0 875 2,673 3,548 30

合                  計 8 32,807 24,854 57,661 11,167

3,578

資 本 勘 定 支 弁 職 員

3,578

手

当

の

内

訳

区　　　　　分

扶養手当 期末勤勉手当 通勤手当 時間外勤務

手当 負担金

住居手当 管理職手当 児童手当 退職手当組合 地域手当 合    計

（千円） （千円） （千円） （千円）

補　　正　　後 710 15,368 623 1,863 846

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

4,429 1,373 24,854

1,440 600 4,643 1,434 27,527

補　　正　　前 78 14,505 452 1,863

比　　　　　較 632 863 171 0 252

594 1,440 120

0 480 214 61 2,673
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イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 手　　当 計 法定福利費 合　  　  計 備　　　考

給　　　　　与　　　　　費

（千円）

補

正

後

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 2,242 921 3,163 527

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　分
職　員　数

3,690

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合                  計 1 2,242 921 3,163 527 3,690

3,662

3,163 499 3,662

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 2,242 921

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 28

補

正

前

合                  計 0 0 0 0 28

合                  計 1 2,242 921 3,163 499

28

資 本 勘 定 支 弁 職 員

28

手

当

の

内

訳

区　　　　　分

期末勤勉手当 通勤費用 合    計

（千円）

補　　正　　後 870 51

（千円） （千円）

921

0比　　　　　較 0 0

921補　　正　　前 870 51
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2．給 料 及 び 手 当 の 増 減 の 明 細

(千円)

給　　料 875 給与改定に伴う増減分

区  分 増 減 額 (千円) 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明 備 考

昇 給 に 伴 う 増 加 分

手　　当 2,673 制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 875

そ の 他 の 増 減 分 2,673
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　　債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

（追加） (単位 ： 千円)

期　間 金　額 期　間 金　額

水道事業の経営統合に伴う例規整備支援
業務委託

2,750
令和８年度から
令和９年度まで

2,750 2,750

事 項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 年 度 以 降 の 支 払
左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 義 務 発 生 予 定 額

収 益 的 収 入
水 道 事 業 収 益
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     資 産 の 部

     円      円      円      円

1    固 定 資 産

(1)  有 形 固 定 資 産

イ   土 地 194,909,726

ロ   建 物 162,980,575

     減価償却累計額 △ 112,331,627 50,648,948

ハ   構築物及び機械装置 18,504,727,067

     減価償却累計額 △ 8,064,410,750 10,440,316,317

二   量 水 器 63,393,990

     減価償却累計額 △ 28,129,447 35,264,543

ホ   車両及び運搬具 12,276,182

     減価償却累計額 △ 9,314,950 2,961,232

ヘ   工具器具及び備品 12,738,477

     減価償却累計額 △ 7,787,717 4,950,760

ト   建設仮勘定 225,419,091

     有形固定資産合計 10,954,470,617

     固 定 資 産 合 計 10,954,470,617

2    流 動 資 産

(1)  現 金 預 金 680,723,438

(2)  未 収 金 161,765,750

     貸 倒 引 当 金 △ 1,700,000 160,065,750

(3)  貯 蔵 品 14,555,543

(4)  前 払 金 0

(5)  そ の 他 流 動 資 産 0

     流 動 資 産 合 計 855,344,731

     資 産 合 計 11,809,815,348

令和８年度　小美玉市水道事業会計予定貸借対照表（当年度）

(令和9年3月31日)
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     負 債 の 部

     円      円      円

3    固 定 負 債

     建設改良費等の財源に充てるための企業債 5,371,474,126

     企 業 債 合 計 5,371,474,126

     固 定 負 債 合 計 5,371,474,126

4    流 動 負 債

(1)  企業債

     建設改良費等の財源に充てるための企業債 331,596,188

     企業債合計 331,596,188

(2)  未 払 金 122,550,878

(3)  引 当 金

イ   賞 与 引 当 金 4,993,000

ロ   法定福利費引当金 894,000

     引 当 金 合 計 5,887,000

(4)  そ の 他 流 動 負 債 1,354,375

(5)  預 り 金 44,838,449

     流 動 負 債 合 計 506,226,890

5    繰 延 収 益

     長 期 前 受 金 5,268,805,504

     収 益 化 累 計 額 △ 2,071,228,915

     繰 延 収 益 合 計 3,197,576,589

     負 債 合 計 9,075,277,605
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     資 本 の 部

     円      円      円

6    資 本 金 2,117,349,498

7    剰 余 金

(1)  資 本 剰 余 金

イ   加 入 分 担 金 5,919,006

ロ   補 助 金 92,085,702

ハ   そ の 他 資 本 剰 余 金 14,961,577

     資 本 剰 余 金 合 計 112,966,285

(2)  利 益 剰 余 金

イ   減 債 積 立 金 130,115,243

ロ   利 益 積 立 金 161,541,832

ハ   任 意 積 立 金 0

ニ   当年度未処分利益剰余金 212,564,885

     利 益 剰 余 金 合 計 504,221,960

     剰 余 金 合 計 617,188,245

     資 本 合 計 2,734,537,743

     負 債 資 本 合 計 11,809,815,348
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１　重要な会計方針に関する事項

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品　先入先出法による原価法とする。ただし、先入先出法によることが適当でないものについては、個別法によることができる。

（２） 有形固定資産の減価償却の方法

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物 15～60年

構築物・機械及び装置 10～60年

量水器 8年

車両及び運搬具 4～5年

工具器具及び備品 2～8年

（３） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

職員の退職手当は一般会計との「退職手当組合負担金に関する覚書」を取り交わし、茨城県市町村総合事務組合負担金条例に基づく退職

手当組合負担金を負担しているため、退職引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金

職員の期末勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額

（12月から3月までの4か月分）を計上している。

ハ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上している。

注　記　表
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（４） 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

該当なし。

３　予定貸借対照表等に関する注記

（１） 令和8年6月において、令和7年12月分から令和8年3月分の期末勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給することになるため、賞与引

当金4,638,000円を、法定福利費引当金913,000円をそれぞれ取り崩した。
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